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POINT

独立社外取締役によるメッセージでは、取締役会での議論内容や新社長体
制のKDDIへの期待を伺いました。

また、KDDIのコーポレート・ガバナンスに対する考え方・取り組みをご紹
介しています。
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社外取締役メッセージ

―― AI時代を見据えて、取締役会でどのような議論がされていますか
淡輪取締役：AIの活用によって企業の競争力も左右される時代になり、各
社具体的な活用に苦慮しています。そのような状況に対し「AIとデジタル
データで新しい価値を生み出す」という、KDDIがソリューション提供で貢
献できるチャンスでもあります。
安藤取締役：サテライトグロース戦略におけるコア事業（5G）の定義を、
中期経営戦略の期間内に見直すほどの急速な技術革新が起きています。

その震源である、生成AIやデータ活用を5Gと並べてコア事業とする新戦略に迅速に進化させた
姿に、KDDIの柔軟で俊敏な企業運営を感じます。
奥宮取締役：生成AIの進化に伴い、ビジネスの世界でAIは最重要事項となっており、KDDIにお
いても、社内業務での利活用に加え、データセンターとリンクした事業等成長戦略に欠かせません。
他方、AIは大量の電力を消費し、個人の権利を侵害する恐れがある等、さまざまな弊害が指摘さ
れています。

安藤取締役：AIの進化に必要なビッグデータ基盤構築、通信量と電力の抑制、遅延の抑制、認証や
セキュリティの強化などに加え、フェイク情報のフィルタリングなどの情報リテラシーの啓発など、
新たな課題が顕在化しています。体制強化を急ぎながらも、AIの浸透を俯瞰的にも見極めること
が必要です。
淡輪取締役：AIデータセンターの高い消費電力や、AIが誤った情報を提供してしまうリスクなど解
決すべき課題も多いですが、AIデータセンターの省エネ化に向け対応策も検討されています。
大川取締役：ワットビット構想もそのような課題を克服する構想の一つといえます。企業は激しい
社会の変化に沿って動きを変えていく必要があり、そこには自ずと功罪が生まれます。企業には社
会性のあるガバナンスが求められている今、サステナビリティ経営を標榜する当社は、社会の変化
に沿って動き、功罪にしっかりと向き合い、未来を創り上げていけるものと確信しています。

―― �AI時代の到来に伴い、社員それぞれが自身の専門性や能力を深め、パートナーと連携しながら
成果を創出することを目指し、自発的に行動できる人財の確保が必要となります。人財ファース
ト企業に向け、課題や今後期待する取り組みを教えてください

大川取締役：KDDIでは個を尊重し、持てる力を発揮させ、そのための環境整備や意識付けなどの
取り組みの結果、新たなサービスや技術開発が生み出されてきました。留まることのないさらなる
進化を期待しています。
淡輪取締役：当社は若年層からベテラン層まで各年代にきめ細かな施策で対応しています。採用
は定期・経験者とバランスをとり、働き方改革に取り組むことにより、他社比較で低い離職率を維
持しています。今後は少子化の影響を考慮し、より幅広い人材確保が課題です。

奥宮取締役：「全従業員の物心両面の幸福を追求する」ことを企業理念の
一つに掲げており、それに沿って、人事評価方法、働き方改革、DE&Iに
関する項目をKPIとして設定しています。その数値は年々向上しています
が、まだ改善の余地があると考えています。引き続き課題を分析して、解
決策を模索することが必要です。
安藤取締役：通信に加え、AIやDX分野での専門家育成は競争力の源泉

ですが、ますます細分化が進み、多様な学習機会の提供が必要となります。一方、共通で横断的
な人間力の強化にはKDDIフィロソフィに基づく社内教育がますます重要となってきているように
感じます。
大川取締役：人財という無形資産は会計上将来価値を生み出すというロジックが今なお確立され
ていません。人の力をしっかりと見える化し、個の意欲をさらに後押しし、人財ファースト企業とし
て確固たる地位を築いてほしいと思います。

KDDIでは、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現するために、コーポレート・ガバナンス
を重視しています。今回は、社外取締役に取締役会での議論内容や経営基盤強化の取り組みについ
て伺いました。
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社外取締役・独立役員

安藤 真
社外取締役・独立役員

奥宮 京子
社外取締役・独立役員

淡輪 敏
社外取締役・独立役員

大川 順子
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―― �2025年度に新たに設置した、リスクマネジメント委員会への今後の期待をお聞かせください
大川取締役：複雑かつ変化の激しい時代の中で、幅広い視点によるリスク
の予測や評価、管理、そして柔軟で迅速な対応は今の経営に不可欠な要
素です。社会の目やステークホルダーの要請などにも注目して、リスクを
マネージする必要があります。新たな仕組みは一元的にリスクを集約し審
議できるものであり、その実効性に期待しています。
奥宮取締役：KDDIでは、通信障害、大規模災害等の想定されるリスクへ

の対応マニュアルを策定し、訓練もしています。昨今、世界的な政治、経済リスクが拡大し、複雑
化していることに鑑みると、直接には業務に関係しない事象にも常に目配りし、リスクに備えなけ
ればなりません。リスクマネジメント委員会の創設は、こうした状況を踏まえてのものであります。
安藤取締役：自然災害から社会情勢の変化、技術進化、社内ガバナンスなど、規模、頻度、質の異
なるリスクの把握を専門部会でタイムリーに精査の上、リスクマネジメント委員会で俯瞰的に審議
する体制は良いと思います。
淡輪取締役：主要構成員のリスクオーナーが、どのようにリスクを拾い上げコントロールしていくか
によって活動の質が変わってきます。今後の活動に注目していきます。
―― 4月に就任した松田新社長への期待を教えてください
淡輪取締役：「夢中に挑戦できる会社」「準備万端」「先手必勝」、いずれも分かりやすい言葉で簡明
に新社長として自分の思いを表現されていました。培ってこられた技術理解の深さや、新事業開発
の知見を経営に生かしていただきたいと思います。
奥宮取締役：KDDIグループを統括する立場から、KDDIフィロソフィを体現していただきたいと思
います。また、若いトップですので、「ありたい未来社会」への経営戦略も、「夢中に挑戦できる」社
内体制も、柔軟かつ果敢に構築することを期待しています。
大川取締役：通信が人々の生活に欠かすことのできないライフラインとなった今、業界にはさらな
る攻めと守りが求められています。社長の掲げる「夢中に挑戦できる会社」は、新たな未来を創る
通信、そしてより安心で安定した通信の双方を実現していくことでしょう。夢を現実にするリーダー
の背中を見て成長する社員の皆さんが、ますますKDDIを魅力的にしていくと期待しています。
安藤取締役：「つなぐチカラ」を標榜し通信技術を強みとするKDDIにおいて、新しい技術への憧れ、
挑戦の意欲、そして何より豊富な経験に基づく自信が、とても頼もしい社長と期待しています。継
続的に成果を見せる必要のある事業と、Deep Techも含め地道な努力が必要な技術開発との両
立はとても難しいですが、挑戦してこそKDDIのさらなる飛躍があると思います。技術の本質を理
解することは、ユーザー目線での活用シーンと解決すべき課題の発見にもつながります。憧れか

ら始まる松田社長の成功体験の多くに、バックキャスティング思考が自然と働いているようです。
管掌範囲は多岐に広がりますが、夢を追い続けていただきたいと思います。

―― �今後の成長に向けたKDDIの課題や期待を踏まえ、今後果たされたいご自身の役割について教
えてください

安藤取締役：通信事業を核とするKDDIの役割は、通信の重要性とともに
飛躍的に高まることは想像していましたが、デジタル技術の浸透により、
通信事業が、金融、運輸、経済、エネルギーを含めあらゆる活動に影響を
広げる様を目の当たりにした1年でした。
奥宮取締役：KDDIのコア事業である通信は社会インフラを支えるもので
すが、加えて、サテライトグロース領域の事業は、いずれも社会課題の解

決に深く関わっています。技術的な課題や競争環境等について、執行部からしっかり説明を受けて
認識を共有した上で、社外取締役として、KDDIがさらに成長し、かつ社会貢献を実現する方策は
何かを考え、意見を述べてゆきたいと思います。
淡輪取締役：当社は通信をベースにして幅広い事業展開を行っています。既成概念にとらわれない
新たな事業分野へのチャレンジを社外取締役として応援していきたいです。
安藤取締役：KDDIの事業には益々大きな責任が生じ期待もかかります。大きな決断の際には、
KDDIフィロソフィにある、「原理原則に従う」「人間として何が正しいかで判断する」ことを思い出
し、独立した立場から、KDDIの社会貢献、国際貢献を最大化する道を探り提案してゆきたいと思
います。
大川取締役：ユーザーと同じ目線に立ち、本当に欲しいものは何なのかを考え抜くことが原点です。
進化してきた通信の今だからこそ、ニーズに応えるだけではなく、先端の技術とサービスで新たな
マーケットを創り出す。それは人をまた新たな幸せにいざなうことでしょう。一助となるよう力を尽
くします。
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役員一覧（2025年6月30日時点）​　※所有する当社株式数は2025年3月31日時点

代表取締役会長
2003年	4月	 当社執行役員
2007年	6月	 当社取締役執行役員常務
2010年	6月	 当社代表取締役執行役員専務
2016年	6月	 当社代表取締役執行役員副社長
2018年	4月	 当社代表取締役社長
2023年	4月	 当社CEO（Chief Executive Officer）
2025年	4月	 当社代表取締役会長（現任）

代表取締役執行役員副社長
2018年	4月	 当社執行役員
2022年	4月	 当社執行役員常務
2023年	6月	 当社取締役執行役員専務
2024年	4月	 当社ビジネス事業本部長（現任）
2024年	6月	 当社代表取締役執行役員副社長（現任）

取締役執行役員専務
2018年	4月	 �当社執行役員
2022年	4月	 当社執行役員常務
2024年	4月	 当社パーソナル事業本部長（現任）
2024年	6月	 �当社取締役執行役員常務
2025年	6月	 当社取締役執行役員専務（現任）

社外取締役
2009年	6月	 �京セラ株式会社取締役 兼 執行役員常務
2013年	4月	 同社代表取締役社長 兼 執行役員社長
2017年	4月	 同社代表取締役会長（現任）
2017年	6月	 当社社外取締役（現任）
2024年	6月	 豊田通商株式会社社外取締役（現任）

代表取締役社長
CEO 
2020年	4月	 当社執行役員
2023年	6月	 当社取締役執行役員
2024年	4月	 �当社取締役執行役員常務	

当社CDO（Chief Digital Officer）
2025年	4月	 �当社代表取締役社長 CEO（現任）	

当社渉外・コミュニケーション統括本部長（現任）

取締役執行役員専務
CFO
2020年	4月	 �当社執行役員
2023年	4月	 �当社執行役員常務	

当社CFO（Chief Financial Officer）（現任）	
当社コーポレート統括本部長（現任）

2023年	6月	 �当社サステナビリティ担当役員（現任）
2024年	6月	 当社取締役執行役員常務
2025年	6月	 当社取締役執行役員専務（現任）

取締役執行役員常務
CSO 兼 CDO
2019年	4月	 �auフィナンシャルホールディングス株式会社 代表取締役社長
2024年	4月	 �当社執行役員常務	

当社CSO（Chief Strategy Officer）（現任）	
当社経営戦略本部長（現任）

2025年	4月	 �当社CDO（現任）	
�当社オープンイノベーション推進本部長（現任）

2025年	6月	 �当社取締役執行役員常務（現任）

社外取締役
2016年	4月	 トヨタ自動車株式会社常務理事
2017年	4月	 同社常務役員
2019年	6月	 当社社外取締役（現任）
2019年	7月	 �トヨタ自動車株式会社執行役員	

同社コネクティッドカンパニーPresident
2021年	1月	 �同社執行役員	

同社Chief Information & Security Officer
2023年	4月	 同社Senior Fellow
2025年	4月	 同社デジタル情報通信本部長（現任）

髙橋 誠
たかはし まこと

桑原 康明
くわはら やすあき

竹澤 浩
たけざわ ひろし

山口 悟郎
やまぐち ごろう

松田 浩路
まつだ ひろみち

最勝寺 奈苗
さいしょうじ ななえ

勝木 朋彦
かつき ともひこ

山本 圭司
やまもと けいじ

所有する当社株式数
40,900株

所有する当社株式数
11,600株

所有する当社株式数
8,200株

所有する当社株式数
17,200株

所有する当社株式数
11,100株

所有する当社株式数
11,000株

所有する当社株式数
5,000株

所有する当社株式数
1,700株

1961年
10月24日生

1962年
10月25日生

1964年
12月18日生

1956年
1月21日生

1971年
11月30日生

1964年
5月12日生

1967年
2月22日生

1961年
3月28日生

取締役
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役員一覧（2025年6月30日時点）​　※所有する当社株式数は2025年3月31日時点

氏名 代表権 社外
役員

独立
役員

業務
執行

指名諮問
委員会

報酬諮問
委員会 補足

髙橋 誠 ● ● ● ● 取締役会議長

松田 浩路 ● ● ● ● 代表取締役社長 CEO

桑原 康明 ● ● ビジネス事業本部長

最勝寺 奈苗 ● CFO、コーポレート統括本部長

竹澤 浩 ● パーソナル事業本部長

勝木 朋彦 ● CSO、CDO、経営戦略本部長、
オープンイノベーション推進本部長

山口 悟郎 ●

山本 圭司 ●

淡輪 敏 ● ● ● ● 指名諮問委員会議長

大川 順子 ● ● ● ● 報酬諮問委員会議長

奥宮 京子 ● ● ● ●

安藤 真 ● ● ● ●

■ 取締役会・諮問委員会の構成

※25.3期の指名諮問委員会の開催回数は5回、報酬諮問委員会の開催回数は3回でした

淡輪 敏
たんのわ つとむ

奥宮 京子
おくみや きょうこ

大川 順子
おおかわ じゅんこ

安藤 真
あんどう まこと

監査役

社外取締役・独立役員
2012年	6月	 三井化学株式会社取締役常務執行役員
2013年	4月	 同社取締役専務執行役員
2014年	4月	 同社代表取締役社長執行役員
2020年	4月	 同社代表取締役会長
2022年	6月	 当社社外取締役（現任）
2023年	4月	 �三井化学株式会社取締役会長（現任）
2023年	6月	 �東京ガス株式会社社外取締役（現任）

所有する当社株式数
2,000株

1951年
10月26日生

社外取締役・独立役員
1984年	4月	 弁護士登録
2000年	9月	 �田辺総合法律事務所パートナー（現任）
2017年	7月	 �労働政策審議会雇用環境・均等分科会会長
2023年	6月	 �当社社外取締役（現任）	

株式会社朝日工業社社外取締役（現任）
2023年	8月	 �特定非営利活動法人	

日本コーポレート・ガバナンス・ネットワーク理事（現任）

所有する当社株式数
500株

1956年
6月2日生

枝川 登
えだがわ のぼる

常勤監査役

所有する当社株式数
9,600株

小暮 和敏
こぐれ かずとし

社外監査役・
独立役員

所有する当社株式数
100株

福島 直樹
ふくしま なおき

常勤監査役・ 
社外監査役・ 
独立役員

所有する当社株式数
0株

山下 和保
やました かずやす

常勤監査役

所有する当社株式数
5,700株

有馬 浩二
ありま こうじ

社外監査役・
独立役員

所有する当社株式数
100株

社外取締役・独立役員
2013年	6月	 日本航空株式会社取締役専務執行役員
2016年	4月	 同社代表取締役専務執行役員
2018年	6月	 同社副会長
2019年	4月	 同社特別理事
2022年	6月	 �当社社外取締役（現任）	

朝日放送グループホールディングス株式会社社外取締役	
（現任）

2023年	6月	 �東京電力ホールディングス株式会社社外取締役（現任）
所有する当社株式数
2,000株

1954年
8月31日生

社外取締役・独立役員
2017年	4月	 �国立大学法人東京工業大学（現 国立大学法人東京科学大

学) 名誉教授（現任）
2020年	6月	 �総務省 戦略的情報通信研究開発推進事業プログラム	

ディレクター（現任）
2022年	1月	 �ワイヤレス電力伝送運用調整協議会会長（現任）
2024年	4月	 �総務省 持続可能な電波有効利用のための基盤技術研究開

発事業 プログラムディレクター（現任）
2024年	6月	 �当社社外取締役（現任）

所有する当社株式数
200株

1952年
2月16日生
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ミュニケーション社会の発展に貢献していきたいと考えています。コーポレート・ガバナンスの強
化は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のための重要な課題であると認識しており、金融
商品取引所の定める「コーポレートガバナンス・コード」の趣旨に賛同し、透明性・公正性を担保
しつつ、迅速・果断な意思決定を行う仕組みの充実に努めています。また、KDDIは、社是・企業
理念に加えて、役員・従業員が共有すべき考え方・価値観・行動規範として「KDDIフィロソフィ」
を制定し、グループ全体での浸透活動を推進しています。
「コーポレートガバナンス・コード」の遵守と「KDDIフィロソフィ」の実践を、会社経営上の両輪
として積極的に取り組むことにより、子会社などを含むグループ全体でのコーポレート・ガバナン
スの強化を進め、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現していきます。

KDDIは社会インフラを担う情報通信事業者として、24時間365日いかなる状況でも、安定し
た通信サービスを提供し続けるという重要な社会的使命を担っています。また、情報通信事業は、
電波などの国民共有の貴重な財産をお借りすることで成り立っており、社会が抱えるさまざまな課
題について、情報通信事業を通じて解決していく社会的責任があると認識しています。この社会
的使命、社会的責任を果たすためには、持続的な成長と中長期的な企業価値向上が必要不可欠で
あり、お客さま、株主の皆さま、取引先、従業員、地域社会など、KDDIを取り巻くすべてのステー
クホルダーとの対話、共創を通じて社会課題に積極的に取り組むことで、安心安全でかつ豊かなコ

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンスに関する考え方・基本方針

 コーポレート・ガバナンス

■ コーポレート・ガバナンス体制の変遷※1

※1 表中に記載の人数は定時株主総会終了時点の人数を記載　※2 2000年10月のKDDI発足時の人数を記載　※3 株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程436条の2に規定する独立役員

2000年〜 2005年〜 2010年〜 2015年〜 2020年～ 2025年～

社長 奧山 雄材 2001年6月～ 
小野寺 正

2010年12月～ 
田中 孝司

2018年4月～ 
髙橋 誠

2025年4月～ 
松田 浩路

取締役
取締役数（名） 53※2 13 12 11 10 13 12 13 14 12

社外取締役数（名） 2 4 3 2 3 4 5 6

ダイバーシティの確保 女性取締役数（名） 1 2 3

監査役 監査役数（名） 5 4 5

独立性の確保
独立役員数※3（名） 2 1 3 4 5 6 7

諮問委員会

役員報酬の透明性確保

KDDIフィロソフィ

P I C K  U P
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 コーポレート・ガバナンス報告書

2000年10月制定、浸透活動 2013年4月改定

2002年 ストックオプション制度の導入

2011年 報酬諮問委員会設置

2011年 業績連動型賞与導入

2015年 業績連動型株式報酬制度導入

2019年 株価連動型賞与の導入

2015年 指名諮問委員会設置

2025年4月アップデート、浸透活動継続
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［業務執行機能］

25.3期は、取締役会を12回開催し、通期の役員全体出席率は100%でした。また、監査役会
は12回開催し、通期の全監査役出席率は100%でした。
取締役会における具体的な検討内容は以下の通りです。

両委員会とも、議長・副議長および半数以上の委員を独立社外取締役で構成しています。
25.3期、指名諮問委員会は5回開催され、いずれも全構成員が出席し、取締役会に上程される

役員人事に係る議案への助言、ならびにCEOのサクセッションプランについての議論等を行って
います。報酬諮問委員会は3回開催され、いずれも全構成員が出席し、取締役会に上程される業
績連動型および株価連動型の報酬額の決定、ならびに役員報酬改定に係る議案への助言等を行っ
ています。

コーポレート・ガバナンス

1 中長期戦略 中期経営戦略、経営環境分析等

2 全社計画・進捗報告 年度ごとの各種全社計画、四半期決算、業務執行報告等

3 個別事業部案件 出資、資産取得、他社提携等

4 法令・定款要請事項 資本政策（配当、自己株式関係）、役員人事・報酬、株主総会招集等

■ コーポレート・ガバナンス体制図
（2025年6月13日時点）

取締役会の構成

KDDIは、経営上の重要な事項を含む判断や、法律で求められる監督を行うに際して、取締役会
全体として高度な専門的知見と多様な観点を確保するため、性別、年齢、国籍、人種、民族等を考
慮の上、取締役・監査役候補者を選任します。
なお、独立性担保のため、取締役会における独立社外取締役の比率を、東京証券取引所プライ

ム市場上場企業に求められている基準である、3分の1以上とすることを目標の最低ラインとして
います。

取締役会・監査役会

取締役会の構成

指名諮問委員会・報酬諮問委員会

P I C K  U P
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価値創造ストーリー

マテリアリティ

サステナビリティ中期目標

各事業部門／グループ会社

監査役室

会計監査人

内部監査部門

株主総会

取締役会
取締役12名（うち社外取締役6名）

監査役会
監査役5名（うち社外監査役3名）

指名諮問委員会
報酬諮問委員会

経営会議

代表取締役

執行役員

女性取締役
3名

■ 非業務執行取締役比率 ■ 社外取締役比率

■ 女性取締役比率

男性取締役
9名

3名／12名
25.0%

社内取締役
6名

社外取締役
6名

■ 社外役員（社外取締役・社外監査役）比率

社内役員
8名

社外役員
9名

9名／17名
52.9%

業務執行
取締役

6名

非業務執行
取締役
6名

6名／12名
50.0%

6名／12名
50.0%

選定／解職

選任／解任

選任／
解任

報告付議／報告

選任／解任 選任／解任

監査

付議／報告

助言

諮問

監査

連携

監査

会計監査
相当性の判断

リスクマネジメント 
委員会

サステナビリティ 
委員会

ディスクロージャー 
委員会
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コーポレート・ガバナンス

KDDIグループの持続的成長を実現する観点から、KDDIの取締役・監査役にとって重要と考え
られる専門性・経験分野について、6つのスキルを定義しています。各取締役・監査役の保有ス
キルは以下の通りです。
なお、「サステナビリティ・ESG」のスキルは、以下6つのスキルの個々にそれぞれ含まれるも
のであり、サステナビリティ経営を推進している当社において、役員全員が各スキルを発揮する上
で備えるべきものとしています。

取締役・監査役の多様性・専門性

役員氏名 企業経営 営業・
マーケティング グローバル デジタル・

テクノロジー 財務・会計 法務・リスク
マネジメント

社
内
取
締
役

髙橋 誠 ● ● ● ● ● ●

松田 浩路 ● ● ● ●

桑原 康明 ● ● ●

最勝寺 奈苗 ● ● ●

竹澤 浩 ● ●

勝木 朋彦 ● ● ● ● ●

社
外
取
締
役

山口 悟郎 ● ● ● ●

山本 圭司 ● ● ●

淡輪 敏 ● ● ● ●

大川 順子 ● ●

奥宮 京子 ●

安藤 真 ● ●

監
査
役

枝川 登 ● ● ●

山下 和保 ● ● ●

福島 直樹 ●

小暮 和敏 ● ●

有馬 浩二 ● ● ● ● ●

取締役会評価の実施目的
当社は、取締役会の現状を正しく理解し、継続的な改善に取り組むため、毎年定期的に取締役

会の自己評価を行っています。

評価プロセスの概要
⃝�当社は、全取締役・監査役による取締役会の評価をもとに、その実効性を確認しています。
⃝�評価手法はアンケート形式であり、5段階評価と自由記述を組み合わせることで、定量的評価と
定性的評価の2つの側面から、取り組みの効果検証と改善点の発見に取り組んでいます。

⃝�設問項目の設計、回答内容の集計、改善点や改善策の整理等にあたっては、中期経営戦略期間
中に1回（原則3年に1度）第三者機関を活用し、客観性の確保を通じて実効性のさらなる向上
に取り組んでいます。
⃝�評価対象期間は直近1年間とし、毎年定期的に実施しています。
⃝�評価結果は取締役会で報告し、今後の対応策等を検討しています。
⃝�主な評価項目は以下の通りです。

取締役会の実効性に関する分析・評価

評価結果の概要
当社取締役会は適切に運営されており、実効的に機能していると評価されました。特に高く評価

されたのは、以下の事項です。
⃝�オフサイトミーティングの活用による取締役会の実効性向上
新規重要案件や中期計画の進捗等については、取締役会メンバーが全員出席するオフサイト

ミーティングにおいて、事前に審議された上で取締役会に上程されることで、意思決定に向けて
のプロセス面・内容面での信頼性や、議論の機会が十分確保されている。

⃝取締役会のアジェンダ設計と資料提供
取締役会で審議すべきアジェンダ・テーマ等について、社外役員の意見等を適宜反映するな

ど柔軟な対応を図っている他、資料については事実関係や論点等の議論すべきポイントが明確
かつ的確に記載されており、案件を正確に理解するための一助となっている。

1 取締役会運営 頻度、案件数、メンバー構成、資料・説明の分かりやすさ、適切な情報提供等

2 ガバナンスの強化 グループ経営基盤強化に向けた取り組み、企業理念の浸透等

3 中長期的な議論 持続的な企業価値向上に向けた取り組み、事業ポートフォリオの見直し等

P I C K  U P
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マテリアリティ

サステナビリティ中期目標
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コーポレート・ガバナンス

監査役会は、監査役監査および監査役会運営の現状を正しく理解し、その際に認識した課題を
踏まえた上で継続的な改善に取り組むため、監査役監査活動の実効性に関する評価・振り返りを
実施しています。25.3期では、24.3期同様に、評価者を全ての監査役と社外取締役とし、匿名性
および客観的視点を確保するためアンケートの実施および集計結果の分析に第三者機関を活用し
ました。評価結果については、監査役会において今後の対応等の検討を行うとともに、評価者であ
る社外取締役へのフィードバックおよびその他の取締役に対する情報共有を目的として、取締役会
にも報告しています。

評価実施方法の概要
監査役全員による自己評価および社外取締役による評価をもとに、監査役監査活動の実効性を
点検しました。評価手法はアンケート形式であり、選択式の評価と自由記述を組み合わせることに
より、定量評価と定性評価の2つの側面から、監査役監査活動の効果検証および課題発見に取り
組んでいます。評価項目および評価者は、右の通りです。

監査役監査活動の実効性に関する評価と振り返り

大項目 小項目 監査役 社外取締役

監査役の構成 監査役の備えるべきスキル 〇 〇

監査役会の運営

資料の事前配布 〇 —

事務局による支援 〇 —

役割・責任に対する自己評価 〇 —

実効性評価で把握された	
課題への対応 〇 —

監査役監査の環境整備

代表取締役との会合 〇 〇

社外取締役との連携 〇 〇

内部通報制度の整備状況 〇 —

内部通報の報告の妥当性 〇 —

業務監査

常勤監査役による監査役
監査活動の報告 〇 〇

内部統制システムに係る監査 〇 —

子会社監査 〇 〇

内部監査部門との連携 〇 —

会計監査
会計監査 〇 —

会計監査人との連携 〇 〇

監査の方法 監査計画の作成 〇 〇

コーポレートガバナンス・コードを
踏まえた対応

会計監査人の監査の妥当性の
判断 〇 〇

今後の課題 
⃝�実行計画の進捗状況に対する、監視・監督のさらなる強化
年度計画や四半期ごとの進捗報告等において、会社の現在の状況と課題をより明確に共有

し、それに基づいた施策等を議論することで、取締役会における監視・監督機能のさらなる強化
を目指します。

⃝��長期的視点での経営課題の認識と議論
当社が掲げる「KDDI VISION 2030」の実現に向け、長期的視点での外部環境の想定と、そ

れを踏まえた当社グループの経営課題・人財戦略等に関する議論をさらに充実させ、より一層
サステナビリティ経営に資する取締役会となるよう取り組みます。
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 第41期定時株主総会招集通知
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コーポレート・ガバナンス

社外取締役・社外監査役の選任理由と主な活動
■ 社外取締役 ■ 社外監査役

⽒名 当該社外取締役の選任理由 25.3期の主な活動

山口 悟郎
男性

大手電子部品・電子機器関連メーカーの代表取締役社長と
して培われた豊富な企業経営経験および優れた識見を有して
いる

取締役会出席
（12回中12回出席）

山本 圭司
男性

大手自動車メーカーのIT開発や電子技術部門において培わ
れた優れた識見に加えて、同社マネジメントとしての豊富な
企業経営経験を有している

取締役会出席
（12回中12回出席）

淡輪 敏
独立役員
男性

大手化学メーカーの代表取締役社長として培われた豊富な
企業経営経験およびグローバル視点での優れた識見を有し
ている

取締役会出席
（12回中12回出席）

大川 順子
独立役員
女性

大手航空会社での勤務経験から、特にお客さま対応、企業再
生、ダイバーシティ推進等の実務面において培われた優れた
識見に加えて、同社マネジメントとしての豊富な企業経営経
験を有している

取締役会出席
（12回中12回出席）

奥宮 京子
独立役員
女性

法律事務所パートナーや諸委員会の委員等として培われた豊
富な経験と優れた専門的知見を有している

取締役会出席
（12回中12回出席）

安藤 真
独立役員
男性

当社事業と関連性の高い電気通信・情報通信分野に関する
優れた専門的知見を有している

取締役会出席
（10回中10回出席）

※�安藤 真氏については、2024年6月19日開催の第40期定時株主総会において社外取締役に就任した後の出席状況となります

⽒名 当該社外監査役の選任理由 25.3期の主な活動

福島 直樹
独立役員
男性

長年の行政実務および各種団体の業
務執行等により培われた豊富な経験
と優れた専門的知見を有している

取締役会出席	
（10回中10回出席）

監査役会出席	
（10回中10回出席）

小暮 和敏
独立役員
男性

公認会計士、監査法人社員、会計事務
所代表等として培われた豊富な経験
と優れた専門的知見を有している

取締役会出席	
（10回中10回出席）

監査役会出席	
（10回中10回出席）

有馬 浩二
独立役員
男性

大手自動車部品メーカーの代表取締
役社長として培われた豊富な経験お
よび優れた識見を有している

取締役会出席	
（10回中10回出席）

監査役会出席	
（10回中10回出席）

※�各氏とも、2024年6月19日開催の第40期定時株主総会において社外監査役に就任した後の取締役会および監査役会出席状況とな
ります

評価結果の概要
アンケート結果はほぼポジティブであり、監査役監査活動の実効性は概ね確保されていると評
価されました。特に、昨年のアンケート結果で課題となっていた「社外取締役との連携」「常勤監査
役による監査役監査活動の報告」について改善が確認されました。「監査役会の運営」「監査役監
査の環境整備」については、若干ながら非常勤監査役または社外取締役から改善に向けた指摘が
ありました。

課題と改善
改善が望ましい点として、月次の監査役会における質疑・意見交換の時間不足が指摘されまし

た。このため、情報共有方法の変更や、監査役会の開催時間増加等により質疑・意見交換により
多くの時間が充当できるよう期中より改善を開始しました。また、社外取締役との連絡会において
相互意見交換のさらなる活発化が指摘されましたので、26.3期では連絡会の運営を改善し双方
向での意見交換がより活性化する機会を拡充します。
なお、アンケートでは「監査役監査の実施にあたって今後重点的に監査すべき事項」等について

も意見を求めており、いただいた意見を参考にして次年度の監査方針・監査計画を策定します。
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⃝�社長等の後継者候補については、持続的な企業価値向上を図るべく、事業環境の変化や世界情
勢による社会環境の変化の加速に対応し、当社の中期経営戦略・KDDI VISION 2030の実現
を担うことができる後継者候補の確保を目指しています。そのため、幅広い業務経験、重要ポス
トへの配置などを通じ、候補者の多様性を担保し、人格、経営上または専門的な知見と経験を有
した人財を登用していけるように育成を行っています。選任にあたっては、候補者について取締
役会等の場を通じて確認いただくとともに、議長・副議長および過半数の委員を独立社外取締
役で構成する指名諮問委員会の審議を経て、取締役会で決定しています。
⃝�将来の経営幹部候補者については、年齢・性別・専門性・経験分野を問わず選抜し、経営幹部
候補育成プログラムである「KDDI経営塾」「役員補佐制度」等を通じて計画的に育成しています。 

KDDI子会社のうち、沖縄セルラー電話（以下 沖縄セルラー）は東京証券取引所スタンダード
市場に上場しています。
KDDIはグループとしての成長を掲げており、KDDIのアセットを最大限活用し、グループ会社
の成長を支援することで、相互シナジーの最大化とグループ全体での新たな成長基盤の拡大・強
化を目指しています。
また沖縄セルラーは、複数の地元有力企業の多大なご協力をいただいて設立された経緯があ

り、地元に貢献する地域密着型の企業としての色彩が強い会社です。
こうした経緯を踏まえ、沖縄セルラーが上場企業であることに以下のメリットがあると考えてお

り、引き続き沖縄セルラーを上場子会社として有する意義があると考えています。

①出資者への還元
沖縄セルラーは、上場企業としての株主還元施策を実施することで、設立時にご協力いただい

た地元企業などの出資者および上場以来ご支援いただいた投資家の皆さまへの還元が可能とな
ります。

後継者計画（サクセッションプラン） 

親子上場に関する方針

コーポレート・ガバナンス

なお、沖縄セルラーの株主還元方針については、中長期的な事業成長と株主還元のバランスを
勘案し、全ての株主の利益を考慮した上で決定すべきと考えており、実施については独立した上
場企業として同社の判断により決定することとしています。

②沖縄県の雇用への貢献、優秀な人財の確保
現在、多くの沖縄県出身者が沖縄セルラーに入社し、活躍しています。地理的な特性を踏まえ

ると、沖縄セルラーが、業務区域を沖縄県のみとしていることが地元就職を希望する沖縄県出身
者のニーズに合致しており、かつ、沖縄セルラーが上場企業であることが優秀な人財の採用にも
つながっていると考えています。

③沖縄県民の信頼獲得による沖縄セルラーのサービス利用促進・契約増加
沖縄セルラーは、KDDI同様のサービスに加え、地域の実情を踏まえた独自のサービスも提供

しています。地域密着型の上場企業として地元の期待を背負って事業運営に取り組んでいること
で、沖縄県民の信頼を獲得することができ、それが沖縄セルラーのサービス利用促進および契約
増加につながっていると考えています。

なお、利益相反の恐れがある取引については、沖縄セルラーにおいて、独立社外取締役および
独立社外監査役による多面的な議論を経て、取引の実施の可否を決定しています。加えて、沖縄
セルラーでは、取締役会の諮問機関として独立社外取締役が中心となって役員の指名・報酬を審
議する任意の委員会も設置されており、経営者の指名・報酬に関しても、沖縄セルラーの独立役
員による議論を経て決定し、透明性を確保しています。また、KDDIと沖縄セルラーの取締役を兼
任している役員については、利益相反を適切にコントロールするために、両者に関係する事項の決
議・審議には一切参加しないこととしており、独立性を担保しています。
こうした取り組みにより、少数株主保護の観点から経営の透明性を確保した上で、企業価値向上

と株主還元により株主の皆さまの期待にお応えしていきます。
KDDIはこれからも、沖縄セルラーと相互に独立性、自主性を尊重しながら、協力して事業運営

を行い、グループとしての発展を目指していきます。
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コーポレート・ガバナンス

取締役および監査役の報酬
1. 取締役の報酬について 
⃝�業務執行に携わる取締役の報酬は、中長期的な企業価値向上への貢献意欲を高めるため、
各事業年度のKDDIグループの業績、中期経営戦略の目標に対する進捗および株主価値と
連動した報酬体系としています。
⃝�業務執行を担当せず、経営の監督機能を担う社外取締役には、業績等により変動することの
ない定額の基本報酬を支給しています。
⃝�役員報酬の体系および水準、それに基づき算出される報酬額の決定プロセスの透明性およ
び客観性を確保するため、報酬諮問委員会を設置しています。本委員会は、議長・副議長お
よび過半数の委員を独立社外取締役で構成しています。
⃝�基本報酬、業績連動型賞与、業績連動型株式報酬および株価連動型賞与の個人別の支給額
は、代表取締役への委任は行わず、報酬諮問委員会の助言を受けて取締役会決議により決
定しています。
⃝�KDDIの役員報酬水準は、国内の同業他社または同規模の他社との比較およびKDDIの経
営状況等を勘案し、決定しています。また、外部専門機関による客観的な調査データを参考
に、毎年、報酬諮問委員会にて報酬水準の妥当性を検証しています。

⃝�取締役の職務に関し、KDDIと取締役との間の委任契約等に反する重大な違反があった者に
ついては、業績連動型報酬の支給差し止めや返還請求等を行うこととしています。

①基本報酬
役位別の定額を月例で支払う金銭報酬としています。

②業績連動型賞与
以下の算定式により個人別の支給額を算出し、各事業年度終了後、最初に到来する6月に金銭
を支給しています。
  業績連動型賞与  ＝  役位別の基準額 × 会社業績およびKPIの達成度による掛率  

③株価連動型賞与
以下の算定式により個人別の支給額を算出し、各事業年度終了後、最初に到来する6月に金銭
を支給しています。
  株価連動型賞与  ＝  役位別の基準額 × 係数※

※�係数  ＝  （EPS成長率×50％）＋（株価変動率×50％）	
EPS成長率  ＝  当年度末EPS／前年度末EPS	
株価変動率  ＝  （当年度末KDDI株価／前年度末KDDI株価）／（当年度末TOPIX／前年度末TOPIX）

④業績連動型株式報酬
以下の算定式により個人別の付与ポイントを算出し、各事業年度終了後、最初に到来する6月
にポイントを付与し、取締役退任時に、ポイント数の累計値に応じたKDDI株式を交付してい
ます。
  業績連動型株式報酬  ＝  役位別の基準ポイント × 会社業績およびKPIの達成度による掛率

2. 取締役の報酬内容について
■ 取締役報酬イメージ

■ 役員報酬の内訳

（注）25.3期の代表取締役社長の報酬実績より作成
※�代表取締役社長の変動報酬（②～④）のうち、株式報酬比率は約30％、金銭報酬比率は約70％です

（注）代表取締役社長の報酬モデルをもとに作成
※�株価連動型賞与はEPS成長率・株価変動率により増減するため、グラフはイメージ

年収

KPI達成度など

③株価連動型賞与※

④業績連動型株式報酬

②業績連動型賞与

①基本報酬

固定報酬
約34%

①基本報酬

③
株価連動型

賞与

④
業績連動型
株式報酬

②業績 
連動型
賞与

変動報酬
約66%※
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コーポレート・ガバナンス

3. 監査役の報酬について 
監査役の報酬は監査役の協議にて決定しており、KDDIの業績により変動することのない定額

報酬のみを支給することにしています。

「役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数」「報酬
等の総額が1億円以上である者の報酬等の総額等」については有価証券報告書の開示をご覧く
ださい。

政策保有株式に関する方針
KDDIは、お客さまにご提供するサービスの多様化・高度化には、さまざまな企業との連携など

が必要不可欠であると考えています。
このため、政策保有株式を保有することがKDDIの事業目的に資するかを総合的に判断し、
KDDIグループ全体の持続的な成長と中長期的な企業価値向上につながる場合に保有してい
ます。
KDDIは、保有の意義が希薄と考えられる政策保有株式は可及的速やかに処分・縮減していく

基本方針のもと、毎年度、取締役会において、個別の政策保有株式ごとに保有目的の適切性や経
済合理性等を具体的に精査し、保有の適否を検証しています。
なお、経済合理性の精査においては、直近事業年度末における各政策保有株式の金額に対す

る、発行会社が同事業年度において当社利益に寄与した金額の割合を算出し、その値が当社の定
める資本コストに係る基準を満たしているかを検証しています。

なお、それぞれの指標の選定理由および実績値は以下の通りです。

会社業績
選定理由 

企業の業績を端的に示す基本数値であるため
実績値 

P.78に記載の通り P.78

KPI達成度
選定理由

中期経営戦略における各事業戦略の達成度を測るためのものであり、KDDIの事業拡大や業績
向上にリンクする指標であるため
実績値 

各事業戦略における指標の他、ESG関連項目も指標として設定しています。なお、ESGの重要
性を考慮し、23.3期より、ESG関連項目の割合を変動報酬における②業績連動型賞与と④業績
連動型株式報酬の算定基準の一つであるKPI※全体の約3割まで増加させています。
※�ESGに関するKPIには、カーボンニュートラルの実現、従業員エンゲージメント、グループガバナンス強化（サイバーセキュリティ等の設
備障害以外の重大事故発生件数）に関する指標が含まれています

EPS成長率
選定理由

中期経営戦略の目標値として掲げた指標であり、中期経営戦略の目標達成を強く動機付ける
ため
実績値　1.12

株価変動率
選定理由

株主価値の増減と直接的に連動する指標であり、役員報酬と株主価値との連動性を高めるため
実績値　1.10
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 有価証券報告書

https://www.kddi.com/extlib/files/corporate/ir/library/yuka_shoken/pdf/yuho_2025_NMAhBw.pdf#page=97


コンプライアンス

KDDIは従業員がコンプライアンスを意識した倫理的な行動をとるための指針として「KDDI行
動指針」を定め、その周知と行動を徹底するために、イントラネットへの掲載に加え、従業員に貸
与する業務用移動機に「KDDI行動指針」に関するWEBショートカットも配信し、判断に迷った際

には常に確認できるようにしています。また、KDDIグループのコンプライアンス関連事項を審議
決定する機関として、「KDDIグループ企業倫理部会」を設置しています。
KDDIグループ企業倫理部会の活動状況は、メルマガ等を通じて全従業員に公開しています。

KDDIおよびKDDIグループ会社の従業員などを対象に規程や法令違反を含む企業倫理につい
ての相談または申告を受け付ける「企業倫理ヘルプライン」を設置しています。相談・申告された
案件はプライバシー保護に配慮しながら社内調査等を行い、その結果、問題が発覚した場合は、
速やかに是正措置および再発防止措置を講じています。
25.3期は、KDDIグループ全体で寄せられた相談・申告のうち、社外への公表を要する相談・
申告案件はありませんでした。

コンプライアンス推進体制

企業倫理ヘルプライン

※KDDIグループ会社からの相談件数は2025年2月末時点のものを集計

■ 過去2年間のコンプライアンス相談件数（KDDIグループ）

 コンプライアンス

P I C K  U P

CEOメッセージ

CSOメッセージ

CFOメッセージ

価値創造ストーリー

マテリアリティ

サステナビリティ中期目標

• 啓発活動の方針策定
• �コンプライアンス違反発生時の対処
• 社外への情報公開
• 再発防止策などの検討

■ コンプライアンス推進体制

代表取締役社長

経営会議

申告 フィードバック・指示など

申告 フィードバック

報告 諮問

報告

連絡（氏名は非公開）

KDDIグループ企業倫理部会

部会長：取締役執行役員専務CFO（コーポレート統括本部長）​

事務局：総務本部 内部統制部

企業倫理ヘルプライン

全従業員

相談内容 24.3期 25.3期

コンプライアンス相談件数 672 924

（内訳）ハラスメントの相談件数 170 179

（内訳）その他のコンプライアンス違反相談※ 502 745
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Introduction

Value Creation

Management Base

Strategy

I N D E X

Data

Governance

Governance

	 社外取締役メッセージ

	 役員一覧

	 コーポレート・ガバナンス

▶	 コンプライアンス

https://www.kddi.com/corporate/sustainability/governance/compliance/
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